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憲 法③

次の問題 I と IIのうち1問を選択して解答しなさい。(100点）

解答用紙に選択した問題の番号を記入すること。

弁護士法（昭和 24 年法律第 205 号）の第9 章「法律事務の取扱いに関する取締り」

に並ぶ規定のうち、 第72条本文に、「弁護士又は弁護士法人でない者は、 報酬を得る

目的で訴訟事件、 非訟事件及び審査請求、 再調査の請求、 再審査請求等行政庁に対す

る不服申立事件その他一般の法律事件に関して鑑定、 代理、 仲裁若しくは和解その他

の法律事務を取り扱い、 又はこれらの周旋をすることを業とすることができない」と

定められている。 この禁止の規定に違反して「業とすること」は、 俗に非弁活動や非

弁行為と呼ばれ、 第 10 章「罰則」に並ぶ規定のうち第 77条第 3 号に該当して「二年

以下の懲役又は三百万円以下の罰金」を科されることがある。

司法書士法（昭和 25 年法律第 197 号）や税理士法（昭和 26 年法律第 237 号）にも

類似の規定があるが、 それらには「報酬を得る目的で」という要件が定められていな

い。 それぞれの資格を必要とする「業務」の規定には「他人の依頼を受けて」や「他

人の求めに応じ」という要件が定められているが、 もとより弁護士法にも同種の規定

があり、 第3条第1項に、「弁護士は、 当事者その他関係人の依頼又は官公署の委嘱

によって、 訴訟事件、 非訟事件及び審査請求、 再調査の請求、 再審査請求等行政庁に

対する不服申立事件に関する行為その他一般の法律事務を行うことを職務とする」と

定められている。

司法書士法や税理士法を参考にして、 新たに無償の「法律事務の取扱いに関する取

締り」も可能にするために弁護士法の規定を改め、 第72条本文の「報酬を得る目的

で」という文言を現に第3条第1項に使用されている「当事者その他関係人の依頼又

は官公署の委嘱によって」という字旬に書き換える立法措置が構想されているとする。

このような立法措置がとられる場合に生じると考えられる憲法上の問題点について論

じなさい。
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